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２ 一般会計歳入歳出予算の概要 

 （１）平成 29 年度当初予算（一般会計）のポイント  

～オール三重で「選ばれる三重」をめざして～ 
 

 極めて深刻な財政状況の中にあっても、県民の暮らしを守る取組や真に必要な投資には予

算を確保。 

 中でも、防災・減災などの喫緊の対策、伊勢志摩サミットの資産を未来に生かす取組やス

ポーツの推進などの未来への投資には予算を重点化。 

 一方で、平成 29 年度当初予算には、「三重県財政の健全化に向けた集中取組（素案）」に

基づく改革の初年度として、県単独補助金をはじめとする事務事業の徹底した見直しと一

層の歳入確保の取組を反映。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サミットで高まった知名度を最大限生かし、国内外の交流の拡大を図るため、インバウンド拡大に向け
た取組や、首都圏等の営業体制を新たに整備しＭＩＣＥ誘致を強化するほか、伊勢志摩国立公園のナ
ショナルパーク化に向けた環境整備や、「お伊勢さん菓子博 2017」、「宣長サミット（仮称）」を開催。
また、国の重要無形民俗文化財の指定をてこに、「海女もん」の魅力発信を充実。 

 東京オリンピック・パラリンピックを契機とした、国内外における農林水産物の販売拡大につなげるた
め、ＧＡＰ認証など三重の農林水産物の付加価値向上の取組を支援。 

 次代の農林水産業を担う人材の育成に向け、県農業大学校に新農業コースとして「みえ農業版ＭＢＡ養
成塾（仮称）」を設置するほか、「みえ森林・林業アカデミー（仮称）」の設置に向けた検討を進める。 

 「ええとこやんか三重 移住相談センター」等で、移住相談にワンストップできめ細かく対応するとと
もに、魅力ある三重の暮らしをＰＲする県単独のプロモーションを新たに展開。 

 企業における「働き方改革」を促進するため、専門家派遣によるコンサルティング等を実施。また、
地域活動で活躍するなど、新たな分野における女性人材の掘り起しやスキルアップ等を行い、女性活躍
のロールモデルを創出。 

 平和への想いを一層深めてもらう機会として「平和のつどい（仮称）」を開催するとともに、サミット
が開催された 5月 26～27日の前後 2週間程度を「みえ国際ウィーク」とし、関連の記念行事を展開。 

 リニア中央新幹線の名古屋～大阪間の概略ルートや中間駅位置の早期決定に向け、国等への働きかけを
強めるとともに、他県市と連携し、リニア駅を核とした将来構想に関する検討に着手。 

 東海環状自動車道や北勢バイパス、霞 4 号幹線など、高規格幹線道路等の基盤整備を引き続き促進。 

伊勢志摩サミットの成果で三重の活力アップ  ～歴史的チャンスをつかみ「選ばれる三重」へ～ 

 過去に発生した大規模災害の教訓等を踏まえ、「三重県防災・減災対策行動計画（仮称）」、「三重県版
タイムライン（仮称）」、「三重県広域受援計画（仮称）」を策定するとともに、「ＤＯＮＥＴを活用した
津波予測・伝達システム」の県南部への展開を図り、ソフト面での防災・減災対策を一層強化（サミッ

ト関係を除く防災対策部のソフト事業全体は対前年度 11.9％の増）。 

 厳しい財政状況の中でも、河川堆積土砂の撤去には前年度と同額を確保して推進するほか、ハード対
策として、土木・農林水産施設における防災対策を推進するとともに、緊急輸送道路に面する民間施設
の耐震化を促進。 

 共生社会への実現に向け、障害者支援施設における安全対策強化の支援等を実施。また、「三重県動物
愛護推進センター“あすまいる”」を開所し、犬・猫の殺処分数ゼロに向けた取組を推進。 

 防犯や交通事故防止を強化するため、さまざまな主体との協創による地域の防犯力向上の取組を新た
に実施するほか、交通安全施設の整備は予算を大幅に増額し、老朽化して危険度が高くなっている信
号柱を全て更新するとともに、摩耗により視認性が低下した横断歩道全てについて塗り替え等を実施。 

 認知症の早期発見・早期治療につなげるため、連携型認知症疾患医療センターを新たに指定するとと
もに、認知症の人自身にも目を向けた生活支援機器の開発や販路開拓を支援。 

命と暮らしを守るソフト・ハードのインフラ整備  ～県民が安全・安心を実感できる社会へ～ 
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 全ては子どもたちの笑顔のため、学力の向上に向け、学校では早期からの授業改善等による授業力の向
上、家庭・地域では三重県型コミュニティ・スクールの拡充等による地域の教育力の活用など、学校・
家庭・地域が一丸となった「みえの学力向上県民運動セカンドステージ」の取組を推進。 

 子どもたちが体を動かす喜びや楽しさを感じ、スポーツに積極的に取り組むことにより健やかに成長し
ていけるよう、体力の向上に向け、スポーツ医科学等を利用した運動部活動などを充実。 

 地球規模の視野で物事を考え地域の視点に立って行動できる「グローカル人材」を育成するため、高校
では、職業科生徒の海外インターンシップを新たに実施するほか、地域の課題解決や活性化について
主体的に参画する意欲や態度を育成する「高校生地域創造サミット（仮称）」を開催。小中学校では、
英語キャンプやイングリッシュデー、郷土三重を英語で発信するワンペーパーコンテストを実施。 

 子どもたちが安心して学ぶことのできる環境づくりを推進するため、スクールカウンセラーを県内全中
学校区に引き続き配置するとともに、スクールソーシャルワーカーを増員し体制を強化。 

 里親委託を一層推進するため、里親制度の普及啓発や里親を対象としたスキルアップ研修を充実（里
親等の普及啓発にかかる予算全体は対前年度 17.9％の増）。 

 児童虐待への的確な対応を行うため、市町の児童相談体制の強化やリスクアセスメントツールの精度向
上等の取組を推進。 

 平成 29年度に開設・開校する「三重県立子ども心身発達医療センター」及び「三重県立かがやき特別
支援学校」において、国立病院機構三重病院と連携し、専門性の高い医療、福祉、教育が連携した支
援を行うとともに、発達支援の中核として地域支援機能を確保。 

・「三重県家庭教育の充実に向けた応援戦略（仮称）」に基づき、家庭教育の応援にかかる気運醸成と先
駆的取組を行う市町の支援を実施。 

  

 平成 29年は、インターハイの前年、東京オリンピック・パラリンピックの３年前、三重とこわか国体・
三重とこわか大会の４年前となり、これからの三重県のスポーツ推進にとって重要な５年間のスタート
となる「スポーツイヤー・元年」。 

 平成 29年度はハード整備に注力し、国体等の会場となる「三重交通 G スポーツの杜 伊勢」陸上競技
場や県営ライフル射撃場の整備を推進。 

 競技力の向上を図るため、競技団体への支援を拡充するとともに、アスリートの就職支援や女性アス
リートの発掘・育成を加速。 

 東京オリンピック・パラリンピック、ラグビーワールドカップ 2019のキャンプ地誘致を市町と連携し
て推進するほか、障がい者スポーツの大規模大会の誘致を推進。 

未来を担う人づくり  ～子どもたちが志を持って夢を実現する力を育む～ 

子どもの育ちを支える少子化対策の推進  ～すべての子どもが豊かに育つことのできる環境をめざして～ 

スポーツ推進の本格展開  ～スポーツイヤー・元年！ スポーツを通じた地域の活性化に向けて～ 
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予算規模 

 

◆平成29年度当初予算（一般会計）は、対前年度当初予算比 4.8％ 減の 7,011億円                  

ただし、地方消費税の減収に連動して減額となる歳出の地方消費税都道府県清算

金・市町交付金を除いた実質ベースでは、対前年度当初予算比 3.2％減 

（平成28年度当初予算額： 7,366億円） 

 

 

◆義務的経費は、対前年度当初予算比 0.1％ 減の 4,413億円 

（平成28年度当初予算額： 4,415億円） 

 
・人件費       対前年度当初予算比  3.3％減の 2,152億円 
 ※当初予算提出時点における歳入歳出の乖離への当面の対応として、退職手当（勧奨退職

分）の一部（38億円）の予算計上を見送り。 

・社会保障関係経費  対前年度当初予算比  5.7％増の 1,044億円 

・公債費       対前年度当初予算比  1.3％増の 1,217億円 

 

 

◆投資的経費は、対前年度当初予算比 13.8％ 減の 950億円 

（平成28年度当初予算額： 1,102億円） 
 

・平成 28 年度をもって本体工事が終了する大規模施設等＊の整備事業は、皆減又は

大きく減となり、前年度当初予算より 137億円減 

  ＊子ども心身発達医療センター、かがやき特別支援学校、特別支援学校東紀州くろしお

学園、北勢広域防災拠点、動物愛護推進センター、防災ヘリコプター更新 

・当然減となるこれらの経費を除く投資的経費は、対前年度当初予算比 1.6％減の

943億円 

 
 

◆その他経費は、対前年度当初予算比 10.9％ 減の 1,648億円 

（平成28年度当初予算額： 1,849億円） 
  

（減額の主なもの） 

 ・地方消費税都道府県清算金     前年度当初予算より 108億円減の 470億円 

 ・地方消費税市町交付金       前年度当初予算より 42億円減の 285億円 

 ・テロ等対策費のうちサミット警備分 前年度当初予算より 7億円減（皆減） 

 ・参議院議員選挙市町等交付金    前年度当初予算より 6億円減（皆減） 

 ・再生可能エネルギー等導入推進 

基金事業             前年度当初予算より 5億円減（ほぼ皆減） 

 
予 算 全 体 の 姿 



- 8 - 

財政健全化への取組 

 

◆県債発行の抑制 
 

 将来世代に負担を先送りしない、持続可能な財政運営を確立するため、県債発行

（臨時財政対策債等を除く）を抑制し、平成 28 年度当初予算における計上額から 70

億円減の 608 億円を計上（中期財政見通しで示した発行額 669 億円の範囲内に抑

制）。 

平成 29 年度当初予算においては、県債残高を念頭に置きつつ、真に必要な投資

には的確に対応できるよう、充当率が高く交付税措置のある地方債を有効に活用。 

中でも、防災・減災のハード対策に対応する緊急防災・減災事業債については、平

成 28 年度で本体工事が終了し当然減となる北勢広域防災拠点及び防災ヘリコプター

の更新費を除くベースで、平成 28年度当初予算の２倍以上となる 38億円を計上。 

こうしたことなどで、平成 29 年度当初予算の県債は、29 年度中に補正予算債を前

年度と同額発行した場合にも、中期財政見通しで示した平成 29 年度末残高 7,943 億

円を超えない範囲で、最大限発行。 

なお、平成 28 年度 2 月補正後の県債発行は、国の補正に対応し補正予算債等を

柔軟に活用した結果、中期財政見通しで示した年度末残高を上回る見込み。 
 

県債（臨時財政対策債等を除く）の年度末残高の推移                            

H26年度末 H27年度末 
H28年度末見込み

（2月補正後） 
H29年度末見込み 

8,004億円 7,963億円 7,993億円 7,888億円 

 

 

◆総人件費の抑制 
 
 一般職給与費については、児童生徒数の減少や事業の見直しによる職員数の減や、

新陳代謝等により、予算の一部計上見送りがない場合の実質ベースで前年度当初予

算より34億円減。 

 

  （参考） 平成29年度当初予算に計上した一般職給与費      2,083億円 

予算計上見送り分（38億円）を加えた一般職給与費  2,121億円 

                         （平成28年度当初予算額：2,155億円） 
 
 

◆経常収支適正度の状況 
 
 「三重県財政の健全化に向けた集中取組（素案）」において、新たに指標として掲げた

「経常収支適正度」は、101.6% となり、平成28年度の数値 102.1%より 0.5ポイント改善。 

（目標では、平成31年度までに、100%以下をめざすこととしている。） 

 
※ 「経常収支適正度」とは、当初予算において、経常的に収入される一般財源（県税、交付
税など）に占める経常的支出（公債費、社会保障関係経費、人件費、庁舎管理経費など）
の割合であり、三重県独自の指標。 

 

▲34億円 

▲72億円 
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【 国内外の交流の拡大 】 

   

（一部新）海外誘客推進プロジェクト事業 （観光局）   ５７，４２５千円 
        

 伊勢志摩サミットの開催により本県の知名度が飛躍的に向上した機会を生かし、

アジア及び欧米の富裕層やゴルフ客の誘致を図るため、現地での営業活動、博覧会

出展、近隣府県との連携などに取り組む。さらに、増加する個人の外国人旅行者向

けのＳＮＳ等による情報発信や台湾からの教育旅行の誘致に取り組む。 

 

 

（一部新）海外ＭＩＣＥ誘致促進事業（観光局）      ２１，１９３千円 
        

安定的に開催地域へ大きな経済波及効果を生み出す国際会議等ＭＩＣＥの開催を

促進するため、セールス体制を強化するとともに、誘致促進のための補助金などの

ツールを生かした誘致に取り組むことで、ＭＩＣＥを本県インバウンドの新たな市

場として確立する。 
 
 

（新）自然公園ナショナルパーク化促進事業（農林水産部）１４９，１３０千円 
        

伊勢志摩国立公園を世界水準のナショナルパークとし、美しい自然景観等の魅力

を利用者が十分体感できるようにするため、案内表示の多言語化など国立公園内の

ビューポイントの整備や自然景観の保全、エコツーリズムの推進、地域資源の保全

と活用を担う人材育成等を行う。 

 

 

（一部新）三重まるごと自然体験促進事業（農林水産部）  ２２，０００千円 
        

三重を自然体験の聖地にするため、自然体験活動団体や民間企業、市町で構成す

る「自然体験ネットワーク」の連携をさらに強化し、自然を生かした新たな体験プ

ログラムの開発、受入地域などで活動する人材の育成、周遊ルートの態勢整備、魅

力的なイベントの開催、企業と連携した三重の自然の魅力発信などに取り組む。 

 

 

海女漁業の魅力発信事業（農林水産部）           １，３２６千円 
        

鳥羽・志摩地域への集客・交流を図り、海女の収入向上につなげるため、海女漁

獲物の料理教室や首都圏等でのイベントを通じ、海女漁業の魅力などを情報発信す

る。 

 

 

伊勢志摩サミットの成果で三重の活力アップ 

～歴史的チャンスをつかみ「選ばれる三重」へ～ 
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世界に誇る三重の文化財記録事業（教育委員会）       １，２８４千円 
        

海女漁技術関連行事の映像記録の作成など、世界に誇れる三重の無形の文化財記

録を作成するとともに、情報発信を行う。 

 

 

（一部新）熊野古道活用促進事業（南部地域活性化局）   ２２，０２４千円 
        

東紀州地域の交流人口の拡大と地域経済の活性化を図るため、引き続き熊野古道

伊勢路の魅力発信や踏破に向けた仕組みづくり、周辺地域の周遊性・滞在性の向上

等に取り組むとともに、インバウンド対策として、熊野古道を核とした地域資源の

魅力を外国人目線で情報発信する。 

 

 

全国菓子大博覧会・三重開催支援事業（雇用経済部）    ５２，３４９千円 
        

 「第27回全国菓子大博覧会・三重（お伊勢さん菓子博2017）」の開催に向け、関係

市等と連携し、実行委員会の取組を支援する。 

 

 

（新）宣長サミット開催事業（環境生活部）         ３，９３９千円 
        

伊勢志摩サミットの開催により本県の知名度が飛躍的に向上した機会を生かし、

県民がふるさとみえの文化を再認識して磨き上げ、国内外との交流を活性化させる

機会を提供するため、三重が輩出した世界に評価される偉人「本居宣長」をテーマ

とした「宣長サミット（仮称）」を開催する。 

 

 

 

【 食の産業振興 】 

 

（新）農林水産物の東京オリ・パラに向けた総合推進事業（農林水産部） 

１，７５８千円 

（新）東京オリ・パラ対応オーガニック認証及びＧＡＰ高度化推進事業 

（農林水産部）                      ２，６５４千円 
        

東京オリンピック・パラリンピックを契機とした様々な需要に対して、県産農林

水産物の活用を拡大するため、協議会等の立ち上げや、食品メーカー等への加工食

材の活用提案等に取り組む。また、県産農産物の東京オリンピック・パラリンピッ

ク食材調達基準への適合と、国際取引への対応に向けて、ＧＡＰの高度化やオーガ

ニック認証の取得を促進する。 
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（新）東京オリ・パラに向けたアスリートへの野菜安定供給事業（農林水産部）  

３，２５７千円 

（新）東京オリ・パラへの畜産物供給体制構築事業（農林水産部） 

２１，４４０千円 
        

東京オリンピック・パラリンピックを契機とした様々な需要に対して、松阪牛・

伊賀牛・熊野地鶏等の県産畜産物や県産野菜等を提供していくため、生産供給体制

等の構築を進めるとともに、より一層のブランド力の向上を図る。 

 

 

（新）東京オリ・パラに向けた三重の農産物販売力強化促進事業（農林水産部） 

５，９９１千円 

（新）東京オリ・パラを契機とした県産材の販売力強化促進事業（農林水産部） 

４，５６４千円 

（新）東京オリ・パラに向けたみえの水産物販売力強化事業（農林水産部） 

８，６７４千円 
        

東京オリンピック・パラリンピックを契機とした様々な需要に対して、県産農林

水産物を供給するため、企業との連携による新商品の開発や、米・茶・花木・木材

及び水産物について首都圏における認知度向上のためのプロモーション等を行う。 

 

 

（一部新）「みえの食」グローバル市場獲得推進事業（雇用経済部） 

 ３３，１６７千円 
         

 県の食材や食文化に対する国内外からの注目や関心の高まり、インバウンド需要

の拡大を踏まえ、「みえの食」のブランドイメージを向上し、グローバルな市場の獲

得を進めるため、地域商社機能の自立化に向けた支援、食に関する多様な連携の推

進により、新商品や付加価値の高いサービスの創出に取り組む。 

 

 

（新）「みえの食」振興基盤づくり推進事業（雇用経済部）  １，９８２千円 
        

県内食関連産業の更なるステージアップに向けて、企業が求めている人材像の把

握や教育機関の取組状況を調査するとともに、「みえの食」による産業振興の基盤と

もいえる「食の人材」の育成に必要となる取組を検討する。 

 

 

地域の魅力発信・販路拡大支援事業（雇用経済部）     １４，４０６千円 
        

インバウンドをはじめとする観光客の増加や県産品の販路拡大を図るため、伊勢

志摩サミットを契機に関係を強化したベトナムなどにおいて、効果的な情報発信と

現地バイヤー等との商談会を実施する。また、伊勢志摩サミットにより新たに関係

を構築した小売事業者と連携して、首都圏、関西圏等における戦略的な営業活動を

進める。 
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【 魅力ある働く場の創出と産業人材の育成 】 

   

航空宇宙産業海外連携事業（雇用経済部）          ２９，６０３千円 
        

航空宇宙産業において、県内企業の新規参入や事業拡大を促進するため、県内の

専門コーディネーターに加え、海外の航空機事情に通じたアドバイザーを設置し、

これまで構築してきた海外とのネットワークを深化・活用しながら、取引拡大に向

けた総合的な支援を行う。 

 

 

外資系企業誘致促進事業（雇用経済部）          １１，１７３千円 
        

外資系企業による県内への投資を呼び込むため、国・ジェトロ及びＧＮＩ協議会

との連携や海外ミッション等で構築したネットワークの活用、外資系企業ワンスト

ップサービス窓口の活用などによる誘致活動に取り組む。 

 

 

（新）地域活性化雇用創造プロジェクト事業（雇用経済部）２７０，０００千円 
        

地域に安定した雇用を創出し、経済的基盤強化により地域の総合力向上を図るた

め、食・観光関連産業の振興、ＩＣＴ・ビックデータの利活用によるビジネス創出

に向けて、「おしごと広場みえ」等とも連携しながら、サービス産業等の生産性の

向上と高付加価値化による産業政策と一体となった雇用創造に取り組む。 

 

 

（新）三重の農業若き匠の里プロジェクト総合対策事業（農林水産部） 

 ３，８５７千円 
        

県内に若き農業ビジネス人材を呼び込み、育成するため、県農業大学校に経営力

を養成する新農業コースとして「みえ農業版ＭＢＡ養成塾（仮称）」を設置し、産学

官連携による魅力ある受入体制を整備する。 

 

 

豊かな森と地域を担う人づくり事業（農林水産部）       ２，６０６千円 
        

林業人材を育成するため、「みえ森林・林業アカデミー（仮称）」の設置に向けた

検討を行うほか、高校生等への就業体験の開催や自伐型林業活動を活性化するため

の技術支援、労働災害の防止のための巡回指導等に取り組む。 
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【 移住・定住の促進 】 

   

（一部新）移住促進情報発信拠点運営事業（地域連携部）  ３５，０００千円 
        

三重県への移住を促進するため、首都圏・関西圏・中京圏での相談体制の充実を

図り、きめ細かな相談を行うとともに、伊勢志摩サミットによる知名度の向上を生

かして、大都市圏におけるプロモーションを行う。 

 

 

（一部新）選ばれる南部地域を目指して推進事業（南部地域活性化局）      

 １２，７１３千円 
        

南部地域への定住を促進するため、地域での生き生きとした暮らし等を情報発信

するとともに、地域おこし協力隊等を対象に、活動内容に合わせたアドバイスや研

修を行う。また、地域への関心を高めるための交流会を開催するなど定住に向けた

市町の取組について、南部地域活性化基金等を活用して支援する。 

 

 

就職相談アドバイザー事業（雇用経済部）          １，３８８千円 
        

県内企業への就職を促進するため、「ええとこやんか三重 移住相談センター」に

おいて、就職相談アドバイザーが移住相談と一体で就職相談を実施するとともに、

大学等への雇用労働情報および県内の企業情報を発信する。 

 

 

（一部新）Ｕ・Ｉターン就職支援事業（雇用経済部）     ９，４１２千円 
        

三重県へのＵ・Ｉターン就職を促進するため、就職支援協定を締結した大学等と

連携して、就職相談やＵ・Ｉターン就職セミナーの開催、県内企業でのインターン

シップを推進する。 

 

 

 

【働き方改革 、女性・障がい者等の活躍推進】 

   

（一部新）働き方改革総合推進事業（雇用経済部）      ６，７０９千円 
        

 労働環境を整備する機運を醸成するため、働き方改革に取り組む企業等の課題に

応じて「働き方改革アドバイザー」による相談支援を実施するほか、「働き方改革フ

ォーラム」の開催や「働き方改革」などに取り組む企業等を「働き方改革推進企業

（仮称）」として登録し、優良事例を表彰する。 

 

 

 

 



- 14 - 
 

（一部新）ワーク・ライフ・バランス推進サポート事業（雇用経済部） 

 ５，３９５千円 
        

 企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組を促進するため、セミナーの開催

や専門家派遣によるコンサルティングを行うほか、先進企業との意見交換を行う報

告会などを開催する。 

 

 

みえの女性活躍推進事業（環境生活部）           ９，４４４千円 
        

女性活躍推進の機運を醸成するため、女性の活躍につながるプロジェクトを発信

するアワードを開催するとともに、さまざまな分野の女性人材の掘り起こしやスキ

ルアップ等を行い、女性活躍のロールモデルを創出する。 

 

 

男女共同参画連絡調整事業（環境生活部）          ４，１６７千円 
 

 三重県男女共同参画審議会による外部的な評価を実施し、施策の総合的な推進に

つなげる。また、平成 29年３月に策定した「第２次三重県男女共同参画基本計画（改

訂版）」の周知を行うとともに、市町に対して女性活躍推進法に基づく推進計画の策

定等の取組が進むよう、働きかけや支援を行う。 

 また、ダイバーシティ社会の推進を図るため、推進方針の策定等を行う。 

 

 

（新）農福連携による次世代型農業モデル構築事業（農林水産部） 

６，４０７千円 

林業分野における福祉との連携推進事業（農林水産部）      ４１４千円 

水福連携による担い手育成事業（農林水産部）          ７４５千円 
        

障がい者の農林水産業における雇用の創出及び拡大を図るため、農業分野では、

事業所が作業請負を通じて産地全体を支援する次世代型農業モデルの創出、林業分

野では、林福連携に係る普及啓発に向けた検討会や事業者等を対象とした研修会の

開催、水産業分野では、漁協や漁業者等が福祉事業所等へ委託する新たな漁労関連

作業の創出等に取り組む。 

 

 

障がい者ステップアップ推進事業（雇用経済部）       ７，５０６千円 
        

県内企業の障がい者雇用を促進するため、優良事例の普及・啓発、支援制度の周

知、求人開拓、職場定着推進に向けた人材養成などを行う。また、ステップアップ

カフェを活用した障がい者雇用に関する意識醸成や、企業間ネットワークの支援な

どに取り組む。 
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【平和の発信、国際ウィーク】 

   

（新）未来につなぐ平和発信事業（戦略企画部）       １，４７８千円 
        

伊勢志摩サミットにおいて各国首脳から「平和のメッセージ」が発信されたこと

を契機に、三重から平和について発信するとともに、未来を担う若い世代に、平和

の尊さや大切さを考え平和への想いを一層深めてもらうため、被爆地の若者との交

流などを行う「平和のつどい（仮称）」を開催する。 

 

 

みえ国際ウィーク推進事業（雇用経済部）          ３，８０６千円 
        

伊勢志摩サミット開催による県民の貴重な経験を生かし、県民、企業、団体、市

町等と連携して、県民が継続的に世界に目を向ける機会として「みえ国際ウィーク」

を設け、記念行事等を開催する。 

 

 

 

【成長の基盤づくり】 

   

（一部新）リニア中央新幹線関係費（地域連携部）      ７，０００千円 
        

三重・奈良ルート、県内駅位置の早期決定や東京～大阪間の一日も早い全線開業

に向け、関係府県市、経済団体等との連携を強化し、リニア駅を核とした将来構想

の検討に着手するとともに、ＪＲ東海や国の早期決定に資する情報の収集や提案活

動等に取り組む。 

 

 

直轄道路事業負担金（県土整備部）        １０，４８３，０００千円 
        

東海環状自動車道や北勢バイパスなど、県内の幹線道路網の形成を促進するため、

国が行う道路事業に対して負担金を支出する。 
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【防災・減災対策の推進】 

 

（一部新）新たな防災・減災対策推進事業（防災対策部）  １９，２５１千円 
 

「三重県新地震・津波対策行動計画」および「三重県新風水害対策行動計画」を

一本化した新たな行動計画「三重県防災・減災対策行動計画（仮称）」を策定する。

また、「ＤＯＮＥＴを活用した津波予測・伝達システム」について県南部地域への

展開を進めるとともに、「三重県版タイムライン(仮称)」を策定する。 

 

 

（一部新）災害対応力強化事業（防災対策部）       ５０，５４２千円 
 

南海トラフ地震等の大規模災害時に、国や他県、関係機関等の支援を円滑に受け

入れ、効果的な被災者支援につなげるため、「三重県広域受援計画（仮称）」を策定

する。また、局地的豪雨や台風、地震等をはじめとする自然災害に備えるため、体

制整備や関係機関との連携を通じて災害対応力を強化する。 

 

 

（一部新）広域防災拠点施設整備事業（防災対策部）   ２０２，０４６千円 
 

大規模災害発生時の県内への広域的な応援・受援体制の拠点としての役割を担う

北勢広域防災拠点を整備するための舗装工事や資機材整備等を実施する。また、広

域自治体としてセーフティネットの役割を担うため、災害救助基金を活用し、新た

に発災当初に必要となる食料や水を一定量備蓄する。 

 

 

河川事業(公共)（県土整備部）               ５，０３５，８０１千円 
 
洪水、地震、津波等による自然災害から生命や財産を守るため、河川改修等の治

水対策や大型水門、ダム等の耐震対策のほか、定期点検結果に基づく適切な予防保

全対策を進める。また、避難に資するソフト対策として、浸水想定区域図の作成を

進める。 

 

 

河川堆積土砂対策事業(公共)（県土整備部）           ６５５，０００千円 
 
河川の流下能力を回復するため、堆積土砂の撤去を引き続き行う。撤去にあたっ

ては、撤去箇所の優先度を関係市町と共有しながら実施する。 

 

 

命と暮らしを守るソフト・ハードのインフラ整備 

 ～県民が安全・安心を実感できる社会へ～ 
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砂防事業(公共)（県土整備部）               ３，２５３，８４４千円 
  

土石流等による災害から生命や財産を守るため、砂防えん堤や擁壁等の土砂災害

防止施設を整備するとともに、土砂災害のおそれのある区域における危険の周知と

土砂災害警戒区域等の指定推進に向けた基礎調査を実施する。 

 

 

基幹土地改良施設防災機能拡充保全事業(公共)(農林水産部) ５１４，６７７千円 
  
大規模地震や局地的な集中豪雨等の自然災害から生命や財産を守るため、排水機

場等の整備を行う。 

 

 

緊急輸送道路機能確保事業（県土整備部）      ４，４２１，９６１千円 
 

災害時に人員や物資などの交通（輸送）が確保されるよう、緊急輸送に資する県

管理道路の計画的な修繕や整備を進める。 

 

 

（一部新）建築物耐震対策促進事業（県土整備部）      ５１，２４３千円 
 

地震に対する建築物およびまちの安全を確保するため、耐震診断が義務化された

避難路沿道の建築物の耐震診断や耐震改修等に対する支援を行う。 

 

 

 

【共生の社会づくり、動物愛護】 
 

（一部新）障がい者権利擁護推進事業（健康福祉部）     ９，５７４千円 
        

障がいを理由とする差別の解消に向けて、啓発活動を進めるほか、三重県障がい

者差別解消支援協議会で構築したネットワークを生かした取組を推進する。また、

研修の実施や専門家チームの活用により、障がい者の虐待防止や対応力の向上を図

る。さらに、「三重県手話言語条例」の施行を受けて、「三重県手話施策推進計画」

に基づき、県民が手話を学習する機会の確保や手話通訳を行う人材の育成等を行い、

手話を使用しやすい環境を整備する。 
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（一部新）障がい者の地域移行受け皿整備事業（健康福祉部） 

 １７３，７３５千円 
        

障がい者の地域移行を進めるため、グループホームや日中活動の場の整備促進に

取り組むほか、神奈川県相模原市の障害者支援施設における事件をふまえ、障害者

支援施設等における安全対策の強化を支援する。また、福祉型障害児入所施設にコ

ーディネーターを配置するなど、過齢児の地域移行を進めるとともに、重度障がい

者等が円滑に地域移行できるよう、宿泊体験の機会提供などの生活支援を行う。 

 

 

（一部新）動物愛護管理推進事業（健康福祉部）       １４,１７５千円 
        

人と動物が安全・快適に共生できる社会の実現に向け、関係団体等と連携し、動

物愛護週間事業や動物愛護教室等を実施するとともに、動物による危害発生防止に

取り組む。また、動物愛護管理の拠点となる三重県動物愛護推進センター（あすま

いる）を開所（平成 29年５月）し、犬・猫の殺処分数ゼロに向けた取組等を推進

する。 

 

 

 

【交通安全対策と防犯の強化】 

 

交通安全施設整備事業（警察本部）           １，０１９，３４５千円 
        

 老朽化した信号制御機の計画的な更新に加え、早急に修繕の必要な信号柱の更新

や摩耗により視認性が低下した横断歩道の塗り替えについてはすべて実施し、安全

で快適な交通環境の整備を推進する。 

 

 

（一部新）安全安心まちづくり事業（環境生活部）      ３，３７５千円 
        

「安全で安心な三重のまちづくりアクションプログラム」のめざす姿の実現に向
けて、広域的なモデル地域において、地域の安全・安心を守るための防犯パトロー
ルの実施や防犯カメラの設置等ソフト・ハード両面による取組を、県民等さまざま
な主体との協創により実施することを支援し、全県的な展開をめざす。 

 

 

テロ等対策事業（警察本部）            ４，１０３千円 
        

テロが起こらないまちづくりを実現するため、伊勢志摩サミットを契機に設立し

た官民が一体となってテロ対策を推進する「テロ対策パートナーシップ」を持続的

に発展させる。 
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（一部新）サイバー犯罪対処能力向上事業（警察本部）    ５，４３３千円 
        

安全で活力あるサイバー空間を実現させるため、産学官の組織が連携し、それぞ

れが持つ情報通信技術に関する知見やサイバー犯罪の被害実態に関する情報などを

集約し、より効果的な対策を講じる取組を推進する。 

 

 

 

【医療・介護サービスの維持・確保】 

 

（一部新）医療審議会費（医療対策局）          ２４，２２２千円 

（一部 地域医療構想の推進）            （４，９４６千円） 
        

地域医療構想の実現に向けて、地域医療構想調整会議において関係者による協議

を行うとともに、三重県地域医療介護総合確保懇話会を開催し、地域医療介護総合

確保基金に係る平成 29年度県計画を策定する。また、平成 30年度から平成 35年

度を対象期間とする次期保健医療計画の策定に取り組む。 

 

 

地域包括ケア推進・支援事業（健康福祉部）         ４，２１７千円 
        

地域包括支援センターの機能強化を図るため、地域包括支援センター職員の研修

を実施するとともに、地域ケア会議へ専門職等のアドバイザーを派遣する。また、

新しい総合事業の充実や在宅医療・介護連携の強化に向けて、研修等の実施により

市町を支援するとともに、訪問看護ステーション運営の安定化・効率化を図るため

の研修等を実施する。 

 

 

福祉・介護人材確保対策事業（健康福祉部）       ５６，１６４千円 
        

地域医療介護総合確保基金を活用して、若者や離職者等に対する介護職員初任者

研修の実施と就労支援、学生等に対する福祉・介護の魅力発信、小規模事業所等に

対する人材確保と定着のための支援、潜在的有資格者の介護職場への再就業促進、

シニア世代の介護職場への就労支援などを行うことで、不足する福祉・介護人材の

確保に注力していく。 

 

 

三重県介護従事者確保事業費補助金（健康福祉部）     ３６，０００千円 
        

介護従事者確保のため、地域医療介護総合確保基金を活用して、「参入促進」、

「資質向上」、「労働環境・処遇の改善」に取り組む市町や介護関係団体等を支援

する。 
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（一部新）在宅医療推進事業（医療対策局）       １０１，２６７千円 
        

可能な限り住み慣れた生活の場で、必要な医療・介護サービスが受けられる在宅

医療体制を充実するため、在宅医療の枠組み（フレームワーク）に基づき、地域に

おける在宅医療提供体制に向けた体制整備や人材育成に対する支援を行う。また、

小児在宅医療について多職種連携や人材育成を推進するための取組に対して支援を

行う。 

 

 

医師確保対策事業（医療対策局）           ６１５，９２９千円 
 
医師の不足・偏在の解消を図るため、医師修学資金貸与制度の運用、初期臨床研修医

の定着支援、「女性が働きやすい医療機関」認証制度、女性医師等への子育て・復帰支

援などの取組を通じて、若手医師等の県内定着を進める。 

 

 

（一部新）看護職員確保対策事業（医療対策局）     １５０，９９６千円 
 
看護職員をはじめとする医療従事者の人材確保・資質向上のため、修学資金の貸

付や各種研修を行うほか、定着を促進するため、病院内保育所の設置に向けた支援

など、医療勤務環境の改善を行う。 

 

 

（一部新）介護保険制度施行経費（健康福祉部）      １０，０３７千円 
        

介護給付の適正化を図るため、介護認定審査会委員の研修等を実施するとともに、

「みえ高齢者元気・かがやきプラン（第６期三重県介護保険事業支援計画・第７次

三重県高齢者福祉計画）」が最終年度を迎えることから、平成 30年度から平成 32

年度を計画期間とする新たな計画の策定に取り組む。 

 

 

（一部新）認知症ケア医療介護連携事業（健康福祉部）   ４４，０９８千円 
        

認知症の早期発見・早期治療につなげるため、より身近な地域で専門的な医療を

受けることができるよう、連携型認知症疾患医療センターを新たに指定する。また、

医療と介護の連携強化等のため、認知症連携パスの普及・定着およびバージョンア

ップを図るとともに、市町に設置する認知症初期集中支援チームの活動をサポート

する。 

 

 

 

 

 

 



- 21 - 
 

（一部新）みえライフイノベーション総合特区促進プロジェクト事業 

（健康福祉部）                ２４，７１７千円 
        

医療機器・医薬品等の製品開発や販路開拓の促進のため、ＭｉｅＬＩＰ等との連

携による企業マッチング等を実施するとともに、薬用植物の産地形成に向けた環境

整備のための支援を行う。また、認知症ケアを見据えた製品・サービスの創出のた

め、認知症の人やその家族、医療・介護関係者、企業等が意見交換できる仕組みを

構築し、介護する側に加えて認知症の人自身にも目を向けた生活支援機器等の開発

を支援するとともに、製品等の改良・開発につなげるためのニーズ収集や販路開拓

等の支援を行う。 

 

 

国民健康保険財政安定化基金積立金（医療対策局） ２，０３７，４８２千円 
        

平成 30年度からの国保財政運営の都道府県化に向けて、財政の安定化のため、

「国民健康保険財政安定化基金積立金」を積み立て、県及び市町に対し貸付・交付

を行うことができる体制を確保する。 
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【 学力・体力の向上 】 

   

みえの学力向上県民運動推進事業（教育委員会）         ９６１千円 
 

みえの学力向上県民運動セカンドステージにおいて、学校では、授業改善等の取

組を深め、家庭では生活習慣等チェックシートの活用等による生活習慣の確立等の

取組を広げ、地域では学習支援等により、地域で支えるという方向性を基本として、

県民力を結集し、取組を推進する。気運醸成のため、学校や市町教育委員会が開催

する研修会等に推進会議委員を派遣するとともに、取組の検証・改善を進めるため、

推進会議を開催する。 

 
 

学力向上支援事業（教育委員会）             ４０，８６５千円 
 

個に応じた指導の充実を図るため、効果的な少人数指導の実践的研究とその成果

の共有を進める。また、子どもの達成感に結びつけ、学習意欲の向上を図るため、

全国学力・学習状況調査、みえスタディ・チェックの結果や子どものつまずきに対

応したワークシートの年間を通した計画的な活用など、ＰＤＣＡサイクルによる早

期からの授業改善を図る。 

 

 

小中学校指導業務運営活動費（教育委員会）         ３，６９７千円 
 

学力向上や教科指導について、小規模な市町教育委員会に地域の実情に即した支

援を行うため、本庁と教育支援事務所が連携し、市町教育委員会および小中学校を

訪問して、指導・助言を行う。 

 
 

三重県型コミュニティ・スクール構築事業（教育委員会）  １４，６１８千円 
 

地域の実情に応じ、住民等が学校運営や教育活動に参画・協働するコミュニティ・

スクール等を拡充するとともに、児童生徒の学習習慣の確立と学力の向上を図るた

め、地域未来塾を実施する市町を拡充する。 

 

 

 

 

 

 

未来を担う人づくり 

～子どもたちが志を持って夢を実現する力を育む～ 
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みえ子どもの元気アップ体力向上推進事業（教育委員会） １１，８８５千円 
 

就学前から高等学校まで、子どもの発達段階に応じた運動習慣や生活習慣等の改

善、体力向上に向けた学校等の取組を支援するため、元気アップコーディネーター

を配置し、市町教育委員会や学校を訪問するほか、元気アップ研修会の開催などを

行う。 

 

 

みえ子どもの元気アップ運動部活動充実事業（教育委員会）  ６，２２４千円 
 

地域のスポーツ指導者を中学校、高等学校に派遣し、運動部活動の取組を充実さ

せるとともに、指導者の指導力向上を図るため、研修会を開催する。 

 

 

 

【 グローカル人材の育成 】 

   

（一部新）世界へはばたく高校生育成支援事業（教育委員会）３２，３８１千円 
 

高校生がグローバルな視野に立って自らの考えや意見を伝え、多様な人々と協働

する力を育むため、県内外の高校生等が持続可能な社会づくりに向けてディスカッ

ション等を行うみえ未来人育成塾や、英語キャンプ、海外研修等を実施するととも

に、留学を促進する。また、科学分野の知識・技能を活用して課題を発見し、解決

力を育むため、小中高生が探究的な活動を実践し、その成果を発表するみえ自然科

学フォーラムを実施する。 

 

 

（新）明日へつなぐグローカルチャレンジ推進事業（教育委員会） 

３，８２４千円 
 

小中学生が語学力やコミュニケーション能力等に加え、郷土三重についての学習

を深め、英語で積極的に発信できる力を育むため、郷土に関する英語による補助教

材を作成するとともに、英語キャンプ、イングリッシュデー、ワン・ペーパー・コ

ンテストを開催する。 

 

 

（一部新）未来を拓く職業人育成事業（教育委員会）      ６，４８８千円 
 

高校生に地域の課題解決や活性化について主体的に参画する意欲や態度を育成す

るため、県内外の高校生が集い交流する「高校生地域創造サミット（仮称）」を開催

するとともに、地域活性化に参画する高校生の取組を支援する。また、食関連産業

や観光業等と連携した取組を支援する。 
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（一部新）「挑戦・交流・進化」で紡ぐ職業教育推進事業（教育委員会）       

２３，７８１千円 
 

国際的な感覚と広い視野を持ち、将来、果敢に何事にも挑戦し産業界で活躍でき

る人材を育成するため、職業学科の生徒を対象に、アジア圏にある県内企業の海外

工場や欧米のレストラン等で実習等を行う海外インターンシップを実施する。また、

全国規模の競技会への参加や看護・介護の実習を支援する。 

 
 

（一部新）高等教育機関連携推進事業（戦略企画部）       ５，２５２千円 
 

「高等教育コンソーシアムみえ」を通じて、「三重を知る」共同授業の開発・試行

や学生の地域活動への参画促進に取り組むとともに、市町、地域と連携して、地方

創生の取組を推進する。 

 

 

（新）大学生版サミット開催事業（戦略企画部）        ５，９６０千円 
 

伊勢志摩サミット関連事業として開催された「大学生国際会議ｉｎ三重」の成果

を引き継ぎ、発展させるため、内外の学生が住民との交流や討議を通して地域を知

り、グローバルな視点から地域の課題を考える大学生版サミットを開催する。 
 
 

（一部新）国際ネットワーク強化推進事業費（雇用経済部）  ７，０１２千円 
 

海外販路の拡大や県内への誘客につなげるため、大使館等とのネットワークを維

持・強化する。また、国内外への県の情報発信やグローバル人材の育成等を推進す

るため、「第69回 日米学生会議」の本県での開催を支援する。 

 

 

 

【 誰もが安心できる学び場づくり 】 

   

スクールカウンセラー等活用事業（教育委員会）     ２５１，０６５千円 
 

いじめや暴力行為、不登校、貧困等の課題に対応するため、スクールカウンセ  

ラー（ＳＣ）を県内全中学校区に配置する。また、スクールソーシャルワーカー（Ｓ

ＳＷ）を増員し、学校の要請に応じて派遣するとともに、県立学校７校を拠点にＳ

ＳＷが地域の中学校区を巡回し、ＳＣや生徒指導特別指導員とチーム支援を行い、

多様な背景による課題の解決に取り組む。 
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学校問題解決サポート事業（教育委員会）           １，０８５千円 
 

児童生徒の問題行動やいじめなど、学校だけでは解決が困難な事案に対応するた

め「学校問題解決サポートチーム」を派遣して支援を行うとともに、引き続き「三

重県いじめ防止条例（仮称）」の制定に向け準備を進める。 

 

 

ひとり親家庭等日常生活支援委託事業（子ども・家庭局）  １０,０８９千円 
 

家庭の環境によって子どもの将来が左右されることがないような環境づくりを

進めるため、市町が実施するひとり親家庭の子どもへの学習支援等に対し補助を行

う。 

 

 

生活困窮家庭の子どもの学習支援事業（健康福祉部）     ５，２０７千円 
 

貧困の連鎖を防止するため、郡部の生活困窮家庭（生活保護受給世帯を含む）の

子どもに対して学習支援を実施し、高校進学率等の向上を図る。 
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～ 子ども・思春期 ～ 
 

思春期ライフプラン教育事業（子ども・家庭局）       ２，０３７千円 
 

子どもたちが、家庭生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性に関する医学的に正し

い知識を習得し、自らのライフプランを考える基盤ができるよう、小中学生を対象

とする赤ちゃんふれあい体験や思春期ライフプラン教育を実施する市町への支援、

また大学生や若手従業員等が自らのライフプランを考える機会の提供に取り組む。 

 

 

子どもの貧困対策推進事業（子ども・家庭局）         ７４３千円 
  

「三重県子どもの貧困対策計画」に基づき、子どもの貧困対策を推進するため、

子どもの貧困対策の好事例の収集や情報共有を行い、県、市町、関係団体等の連携

を深め、各地域の実情に応じた多様な支援体制の整備や機運醸成を図る。 

 

 

児童虐待法的対応推進事業（子ども・家庭局）      ４２，４６９千円 
 

児童相談所の法的対応、介入型支援を強化し、児童虐待に的確に対応するため、

アセスメントの精度を高めるとともに、医療現場での児童虐待の早期発見・対応に

つなげるため、医療従事者を対象とした研修の充実を図る。 

 
 
（一部新）家庭的養護推進事業（子ども・家庭局）     ９０，０１９千円 

         

「三重県家庭的養護推進計画」に基づき、民間とも協働しながら、多角的に里親

制度の普及啓発や里親支援の充実を図り、里親・ファミリーホームへの委託を推進

するとともに、児童養護施設の小規模グループケア化や地域分散化、児童家庭支援

センターの設置を促進する。また、里親を対象としたスキルアップ研修を充実し、

養育スキルの向上に取り組む。 

 
  
家族再生・自立支援事業（子ども・家庭局）         ２，０２４千円 

         
入所児童の自立支援や家庭復帰に向け、児童の支援を行う人材の育成を支援する

とともに、施設等の退所者が施設等に帰省した際の経費の一部を補助する。 

 

 

子どもの育ちを支える少子化対策の推進 

～すべての子どもが豊かに育つことのできる環境をめざして 
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～ 若者／結婚 ～ 
 

（一部新）みえの出逢い支援事業（子ども・家庭局）    １４３，７５８千円 
  

「みえ出逢いサポートセンター」における出逢いイベント等の情報提供のほか、

「高等教育機関コンソーシアムみえ」と連携して大学生がライフプランやキャリア

デザインを考える環境整備を推進するとともに、新たに市町の結婚支援担当者会議

を設置し、データや先進事例の情報共有を通して取組を支援するなど、総合的な結

婚支援に取り組む。 

 

 

～ 妊娠・出産 ～ 
 

不妊相談・治療支援事業（子ども・家庭局）       ４９６，５７０千円  
    

不妊に悩む家族への支援を進めるため、特定不妊治療および男性不妊治療への助

成、特定不妊治療費の上乗せ助成、第２子以降の不妊治療、不育症治療や一般不妊

治療（人工授精）への助成を行う。また、不妊専門相談センターにおいて、不妊や

不育症に関する相談などを行う。 

 

 
出産・育児まるっとサポートみえ推進事業（子ども・家庭局）４，０８６千円 

 
各市町の実情に応じた母子保健体制の整備に向け、母子保健活動の核となる人材

の育成、妊娠届出時アンケートの評価等を通じた関係機関との連携強化、母子保健

体制構築アドバイザーによる各市町の現状分析や情報提供等を通じて市町を支援

する。 

 

 

周産期医療体制強化推進事業（医療対策局）       １２５，９３８千円 
 

安心して産み育てることができる環境づくりを推進するため、周産期母子医療セ

ンターの運営や設備整備を支援するとともに、周産期医療ネットワーク体制の構築、

新生児ドクターカーの運営等を行う。 

 

 

～ 子育て ～ 

 

保育対策総合支援事業（子ども・家庭局）        ２７，１８７千円 
       

待機児童の解消や保育基盤の整備等を図るため、保育士確保のための保育士・保

育所支援センターの取組や、障がい児受入のための環境整備や家庭環境に配慮が必

要な児童のための保育士加配等を支援する。 
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放課後児童対策事業費補助金（子ども・家庭局）     ６５６，９６１千円 
 

放課後児童の健全育成を図るため、放課後児童クラブの運営費や、ひとり親家庭

の利用料への支援を行うとともに、待機児童数ゼロをめざして、放課後児童クラブ

の整備を引き続き推進する。また、放課後児童クラブ支援員への県認定資格研修等

を実施する。 

 

 

（一部新）男性の育児参画普及啓発事業（子ども・家庭局）  ３，４２１千円 
 

男性の育児参画を推進するため、「みえの育児男子プロジェクト」として、男性

の育児参画の普及啓発や、イクボスを推進する企業の取組の支援に加え、企業と連

携して男性の育児休暇の取得が促進されるよう情報発信を行うとともに、自然体験

を通じ子育てに男性が関わる取組を進める。 

 

 

（一部新）親の学び応援事業（子ども・家庭局）        ７，１６３千円 
 

乳幼児の親同士の交流の機会の提供や父親等を対象に子育てを考える場づくりを

市町や企業と連携して開催する。また、県内の幼稚園や保育所等における野外体験

保育の普及や家族の絆一行詩コンクールを実施するとともに、「三重県家庭教育の

充実に向けた応援戦略（仮称）」に基づき、気運醸成や市町と連携した取組を進め

る。 

 
 
三重県立子ども心身発達医療センター整備事業（子ども・家庭局） 

７８２，１５５千円 
 

三重県立子ども心身発達医療センターの開設（平成 29年６月）に向け、舗装工

事等の建築関連工事を実施するとともに、機器整備、移転作業等の開設準備を行う。 
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【 競技力の向上 】 

   
競技力向上対策事業（スポーツ推進局）         ２４１，５６３千円 

        
平成33年の三重とこわか国体等に向け、選手・指導者がより高いレベルでの実戦

経験を積むことなどの課題を解決するため、競技団体に対する支援を拡充し、強化

活動の充実を図る。また、県内外のトップアスリートの県内への就職を支援する取

組や女性アスリートを発掘・育成する取組を加速するとともに、指導者の養成・確

保のため、競技団体に特別コーチの派遣等を行う。あわせて、学校運動部、ジュニ

アクラブ、成年選手等を強化指定し、引き続きその活動を支援する。 

 

 

【 大会開催準備等 】 

 

平成30年度全国高等学校総合体育大会開催準備事業（教育委員会） 

       ９３，０２８千円 
 

平成 30年度全国高等学校総合体育大会の開催に向け、三重県実行委員会を中心に、

会場地市町、関係機関・団体等と連携して準備を進めるとともに、機運の醸成を図

るため、高校生による 300日前イベントの開催等効果的な啓発活動に取り組む。 

 

 

第76回国民体育大会開催準備事業（スポーツ推進局）   ７４，８８１千円 
 

平成 33年の三重とこわか国体の開催に向けて、マスコットキャラクター「とこま

る」を活用した広報を展開するほか、イメージソングやダンスを制作するとともに、

役員等の養成に努める。また、デモンストレーションスポーツの会場地市町を選定

するとともに、競技会場の整備に向けた支援、総合開・閉会式に向けた準備等を進

める。 

 

 

（一部新）第 21回全国障害者スポーツ大会開催準備事業（スポーツ推進局） 

     １６，６１９千円  
 

平成 33年の第 21回全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）に向け、開催

基本方針等に基づき会場地の選定を進める。また、競技役員やボランティア等の大

会を支える関係者の計画的な養成に取り組むとともに、マスコットキャラクター

「とこまる」を活用した広報を展開する。 

 

 

スポーツ推進の本格展開 

～スポーツイヤー・元年！ スポーツを通じた地域の活性化に向けて～ 
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三重交通Ｇ スポーツの杜 伊勢事業（スポーツ推進局）５，３４３，６０８千円 

県営ライフル射撃場事業（スポーツ推進局）       ２３９，１１３千円 
      

「三重交通Ｇ スポーツの杜 伊勢」においては、メイン競技場の 10月下旬供用開

始に向け整備を進めるともに、県営ライフル射撃場においても、三重とこわか国体

に向け射場等の計画的な整備を行う。 

 

   
スポーツを通じた地域の活性化支援事業（スポーツ推進局）  ３，８５１千円 

        
スポーツによる地域の活性化を促すため、東京オリンピック・パラリンピックや

ラグビーワールドカップ2019等のキャンプ地誘致の実現に向けて取り組むとともに、

市町等のスポーツ誘客の取組を支援する。また、みえのスポーツ応援隊を運営し、

スポーツイベントの開催を支援する。 

 

 

（一部新）障がい者スポーツ推進事業（健康福祉部）    ６４，７５７千円 
        

平成33年の第21回全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）に向けて、選手

の練習環境の整備、団体競技予選会の誘致や障がい者スポーツ指導員の養成等に取

り組む。また、国内外の大会で活躍できる選手を育成するため、選手への練習プロ

グラムの提供等を行うとともに、東京オリンピック・パラリンピック事前キャンプ

地誘致に向けて、県内施設での競技団体の合宿や世界大会等の大規模大会の誘致を

図る。 
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（ＩＣＴ、ドローンの活用による産業活性化と地域課題への対応） 

 

（一部新）ＩＣＴ利活用産業活性化推進事業（雇用経済部） １３，３８４千円 
 

 ＩＣＴの急速な発展に対応して地域経済の活性化を図るため、「三重県ＩｏＴ推進

ラボ」を中心に、産学官連携プロジェクトの推進やマッチングの開催などにより、

先導的取組を促進するとともに、中小企業等におけるＩＣＴの導入・利活用を促進

するため、人材育成、セミナー・相談会、事例集作成などを行う。また、多目的な

用途に使用可能なドローンの活用を推進し、行政サービスの向上や地域課題への対

応等に取り組む。 

 

 

（地籍調査の推進） 

 

地籍調査費負担金（地域連携部）            １７０，１９６千円 

社会資本整備円滑化地籍整備交付金（地域連携部）     ８２，４９４千円 

地籍整備推進調査費補助金（地域連携部）          ２，１５５千円 
        

 土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速化等に資するため、地籍調

査を実施する市町に対して、その取組を支援する。また、公共事業等の既存測量・

調査の成果を活用して地籍整備を推進する市町を支援する。 

 

 

（食品ロス削減に向けた取組） 

 

「ごみゼロ社会」実現推進事業（環境生活部）       １２，５７０千円 

（一部新）地域循環高度化促進事業（環境生活部）      ５８，０１６千円 
 
 食べられるのに捨てられている｢食品ロス｣の削減を図るため、｢もったいない市｣

の開催や食べきり運動等の取組を進める。また、食品廃棄物の有効活用に向けた取組

を進める。 

 

新たな仕組みの構築など諸課題への的確な対応 
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（単位：億円、％）

県税 2,495 2,452 ▲ 43 ▲ 1.7

地方譲与税 289 317 28 9.8

地方交付税 1,389 1,383 ▲ 6 ▲ 0.5

国庫支出金 770 741 ▲ 29 ▲ 3.8

県債 1,175 1,080 ▲ 94 ▲ 8.0

うち

臨時財政対策債 406 429 23 5.5

退職手当債 50 57 7 14.0

その他 1,249 1,039 ▲ 211 ▲ 16.9

うち

基金繰入金 249 195 ▲ 53 ▲ 21.5

歳入合計 7,366 7,011 ▲ 355 ▲ 4.8

義務的経費 4,415 4,413 ▲ 2 ▲ 0.1

人件費 2,227 2,152 ▲ 74 ▲ 3.3

社会保障関係経費 988 1,044 56 5.7

公債費 1,201 1,217 16 1.3

投資的経費 1,102 950 ▲ 152 ▲ 13.8

その他経費 1,849 1,648 ▲ 201 ▲ 10.9

歳出合計 7,366 7,011 ▲ 355 ▲ 4.8

公債費除き 6,165 5,794 ▲ 371 ▲ 6.0

（注）数値は四捨五入によるため、合計に合わない場合があります。

平成２９年度 当初予算 総括表 （一般会計）

Ｈ２８ Ｈ２９
当初 当初 増減 増減率

（A） （B） (B-A) （B-A）/(Ａ）

歳

入

Ｈ２８ Ｈ２９
当初 当初 増減 増減率

（A） （B） (B-A) （B-A）/(Ａ）

歳

出

参 考 １ 
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◆ 地方譲与税は、地方法人特別譲与税の増収により、対前年度２８億円、９．８％増

の３１７億円 

 

 

 

 

 
 
 

◆ 地方交付税は、対前年度６億円、０．５％減の１，３８３億円 

   一方で、地方交付税の振り替えである臨時財政対策債は、対前年度２３億円、 

５．５％増の４２９億円 

   なお、合計では、対前年度１６億円、０．９％増の１，８１１億円 

 

 

 

 
 
 
◆ 県債は、県立子ども心身発達医療センターなど大規模施設の整備費の減などにより、

対前年度９４億円、８．０％減の１，０８０億円 

   

 

 

 

 
 
 
◆ 基金繰入金は、財政調整基金繰入金の減などにより、対前年度５３億円、２１．５％

減の１９５億円 

   

 

 

 
 県債は、対前年度９４億円、８．０％の減 
 

 
 基金繰入金は、対前年度５３億円、２１．５％の減 
 

 
 地方交付税は、対前年度６億円、０．５％の減 
臨時財政対策債をあわせると、対前年度１６億円、０．９％の増 

 
 
 

 
 地方譲与税は、対前年度２８億円、９．８％の増 
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【歳出】 

 

 

 
 
◆ 義務的経費は、対前年度２億円、０．１％減の４，４１３億円 

   

  人件費は、７４億円、３．３％減の２，１５２億円 
   ※ 当初予算提出時点における歳入歳出の乖離への当面の対応として、退職手当（勧奨

退職分）の一部（３８億円）の予算計上を見送り 

  社会保障関係経費は、５６億円、５．７％増の１，０４４億円 

  公債費は、１６億円、１．３％増の１，２１７億円 
 
 
 

 

 

 

◆ 投資的経費は、対前年度１５２億円、１３．８％減の９５０億円 

  ただし、平成２８年度に本体工事が終了した大規模施設等（県立子ども心身発達医

療センターほか５施設等）の整備費を除くと、１．６％減の９４３億円 
 
 
 

 

 
 
◆ その他経費は、対前年度２０１億円、１０．９％減の１，６４８億円 

   

  減額の主なものは、地方消費税都道府県清算金で１０８億円の減、地方消費税市町

交付金で４２億円の減など 

 
 
 

 
その他経費は、対前年度２０１億円、１０．９％の減 

 

 
義務的経費は、対前年度２億円、０．１％の減 

 

 
 投資的経費は、対前年度１５２億円、１３．８％の減 
 


